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令和８年第３回宇城市議会定例会 提出議案目録（令和８年９月１日） 

区
分 

番号 案 件 名 内  容 根拠法令 主管課 頁 

報
告 

報 告 

第16号 

専決処分の報告に
ついて 
（専決第１４号） 

宇城市農業者トレーニングセンター
中規模改修工事の工事請負契約の変
更契約の締結 
【今回変更増額】   9,176,287円 
【現請負金額】 200,200,000円 
【変更請負金額】 209,376,287円 

地方自治法
第180条第2
項 

教育部 
文化スポーツ課 

P.9 
～ 
P.10 

報
告 

報 告 

第17号 

専決処分の報告に
ついて 
（専決第１５号） 

選挙ポスター掲示板による浅川区フ
ェンス損壊に係る損害賠償額の専決
処分 

地方自治法
第180条第2
項 

総務部 
総務課 

（選挙管理委員会） 

P.11 
～ 
P.12 

報
告 

報 告 

第18号 

専決処分の報告に
ついて 
（専決第１６号） 

宇城市立ふれあいスポーツセンター
の施設利用中における物損事故に係
る損害賠償額の専決処分 

地方自治法
第180条第2
項 

教育部 
文化スポーツ課 

P.13 
～ 
P.14 

報
告 

報 告 

第19号 

専決処分の報告に
ついて 
（専決第１７号） 

公用車による物損事故に係る損害賠
償額の専決処分 

地方自治法
第180条第2
項 

三角支所 
経済建設課 

P.15 
～ 
P.16 

報
告 

報 告 

第20号 

専決処分の報告に
ついて 
（専決第１８号） 

松橋中学校校舎等解体工事（２期）の
工事請負契約の変更契約の締結 
【今回変更減額】     195,605円 
【現請負金額】 362,760,040円 
【変更請負金額】 362,564,435円 

地方自治法
第180条第2
項 

教育部 
学校施設課 

P.17 
～ 
P.18 

報
告 

報 告 

第21号 

専決処分の報告に
ついて 
（専決第１９号） 

学校支給のリボンテープによるラン
ドセル汚損に係る損害賠償額の専決
処分 

地方自治法
第180条第2
項 

教育部 
教育総務課 

P.19 
～ 
P.20 

報
告 

報 告 

第22号 

令和７年度宇城市
一般会計継続費精
算報告について 

宇城市一般会計継続費精算 
地方自治法
施 行 令 第
145条第2項  

総務部 
財政課 

P.21 
～ 
P.22 

-3-



 

区
分 

番号 案 件 名 内  容 根拠法令 主管課 頁 

報
告 

報 告 

第23号 

令和７年度有限会
社アグリパーク豊
野の経営状況の報
告について 

令和７年度有限会社アグリパーク豊
野の経営状況 

地方自治法
第243条の3
第2項 

経済部 
商工観光課 

P.23 
別冊 

報
告 

報 告 

第24号 

令和７年度宇城市
健全化判断比率及
び公営企業会計資
金不足比率の報告
について 

宇城市健全化判断比率及び公営企業
会計資金不足比率 

地方公共団
体の財政の
健全化に関
する法律第
3条第1項及
び同法第22
条第1項 

総務部 
財政課 

上下水道局 
上下水道課 

P.24 

承
認 

承 認 

第５号 

専決処分の報告及
び承認を求めるこ
とについて 
（専決第２０号） 

令和８年度宇城市一般会計補正予算
（専決第１号）の専決処分 

地方自治法
第179条第3
項 

総務部 
財政課 

P.25 
～ 
P.26 
別冊 

承
認 

承 認 

第６号 

専決処分の報告及
び承認を求めるこ
とについて 
（専決第２１号） 

令和８年度宇城市水道事業会計補正
予算（専決第１号）の専決処分 

地方自治法
第179条第3
項 

上下水道局 
上下水道課 

P.27 
～ 
P.28 
別冊 

承
認 

承 認 

第７号 

専決処分の報告及
び承認を求めるこ
とについて 
（専決第２２号） 

令和８年度宇城市下水道事業会計補
正予算（専決第１号）の専決処分 

地方自治法
第179条第3
項 

上下水道局 
上下水道課 

P.29 
～ 
P.30 
別冊 

予
算 

議 案 

第47号 

令和８年度宇城市
一般会計補正予算
（第２号） 

歳入歳出予算の補正 
今回補正額   153,605千円 
補正後の額  45,890,029千円 

繰越明許費の補正 
債務負担行為の補正 
地方債の補正 

地方自治法
第 96条第 1
項第2号 

総務部 
財政課 

別冊 

予
算 

議 案 

第48号 

令和８年度宇城市
国民健康保険特別
会計補正予算（第
２号） 

補正予算額 
今回補正額   116,552千円 
補正後の額  7,556,764千円 

地方自治法
第 96条第 1
項第2号 

保健衛生部 
医療保険課 

別冊 

予
算 

議 案 

第49号 

令和８年度宇城市
後期高齢者医療特
別会計補正予算
（第１号） 

補正予算額 
今回補正額   39,256千円 
補正後の額  1,328,681千円 

地方自治法
第 96条第 1
項第2号 

保健衛生部 
医療保険課 

別冊 

予
算 

議 案 

第50号 

令和８年度宇城市
介護保険特別会計
補正予算（第２号） 

補正予算額 
今回補正額   183,469千円 
補正後の額  6,917,678千円 

地方自治法
第 96条第 1
項第2号 

福祉部 
高齢介護課 

別冊 

予
算 

議 案 
第51号 

令和８年度宇城市
奨学金特別会計補
正予算（第２号） 

補正予算額 
今回補正額     97千円 
補正後の額     22,343千円 

地方自治法 
第96条第1
項第2号 

教育部 
教育総務課 

別冊 
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区
分 

番号 案 件 名 内  容 根拠法令 主管課 頁 

予
算 

議 案 

第52号 

令和８年度宇城市
水道事業会計補正
予算（第２号） 

業務の予定量の補正 
収益的予算補正額 
収入        929千円 
支出     △29,966千円 

資本的予算補正額 
収入     △24,500千円 
支出     △24,500千円 

企業債の補正 

地方自治法
第 96条第 1
項第2号 

上下水道局 
上下水道課 

別冊 

予
算 

議 案 

第53号 

令和８年度宇城市
下水道事業会計補
正予算（第１号） 

業務の予定量の補正 
収益的予算補正額 
収入       1,335千円 
支出       △289千円 

資本的予算補正額 
収入       6,000千円 
支出       2,767千円 

企業債の補正  

地方自治法
第96条第1
項第2号 

上下水道局 
上下水道課 

別冊 

条
例 

議 案 

第54号 

宇城市公告式条例
及び宇城市行政手
続条例の一部を改
正する条例の制定
について 

１ 趣旨 
デジタル社会の形成を図るため

の規制改革を推進するためのデジ
タル社会形成基本法等の一部を改
正する法律の施行に伴い、条例を改
正するもの 

 
２ 要点 

デジタル化を阻害する規定の見
直し 
 

３ 施行期日 
公布の日 

地方自治法
第96条第1
項第1号 

総務部 
総務課 

P.31 
～ 
P.32 

条
例 

議 案 

第55号 

宇城市認可地縁団
体印鑑登録及び証
明に関する条例の
一部を改正する条
例の制定について 

１ 趣旨 
地方自治法施行規則の一部を改

正する省令の施行に伴い、条例を
改正するもの 

 
２ 要点 

引用する法令の条ずれ解消 
 
３ 施行期日 

令和８年１０月１日 

地方自治法
第96条第1
項第1号 

総務部 
総務課 

P.33 

条
例 

議 案 

第56号 

宇城市印鑑の登録
及び証明に関する
条例及び宇城市手
数料条例の一部を
改正する条例の制
定について 

１ 趣旨 
出入国管理及び難民認定法等の

一部を改正する法律の施行に伴い、
条例を改正するもの 

 
２ 要点 
  個人番号カードと在留カード等
を一体化した特定在留カード等が
追加されたことに伴い、個人番号カ
ードに加え、特定在留カード等を追
加する。 

 
３ 施行期日 
  公布の日 

地方自治法
第96条第1
項第1号 

市民部 
市民課 

P.34 
～ 
P.35 
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区
分 

番号 案 件 名 内  容 根拠法令 主管課 頁 

条
例 

議 案 

第57号 

宇城市こども医療
費助成に関する条
例の一部を改正す
る条例の制定につ
いて 

１ 趣旨 
  医療法等の一部を改正する法律
の施行に伴い、条例を改正するもの 

 
２ 要点 

社会保険診療報酬支払基金の名
称が変更されたことに伴い、条例中
に規定されている関係法令及び法
人名を改正 

 
３ 施行期日 
  令和８年１０月１日 

地方自治法
第96条第1
項第1号 

福祉部 
子ども未来課 

P.36 

条
例 

議 案 

第58号 

宇城市特定教育・
保育施設及び特定
地域型保育事業に
関する利用者負担
額を定める条例の
一部を改正する条
例の制定について 

１ 趣旨 
児童福祉法等の一部を改正する

法律が施行されたことに伴い、条例
の一部を改正するもの 

 
２ 要点 

引用する法令の整理及び地域型
保育給付費の支給対象の拡充 

 
３ 施行期日 

公布の日 

地方自治法
第96条第1
項第1号 

福祉部 
子ども未来課 

P.37 

条
例 

議 案 

第59号 

宇城市立学校体育
施設の使用に関す
る条例の一部を改
正する条例の制定
について 

１ 趣旨 
小中学校屋内運動場の空調設備

設置による冷暖房料の設定に伴い、
条例を改正するもの 

 
２ 要点 

三角、不知火、松橋及び小川の各
学校施設に冷暖房料を追加 

 
３ 施行期日 

公布の日から起算して６月を超
えない範囲内において教育委員会
規則で定める日 

地方自治法
第96条第1
項第1号 

教育部 
文化スポーツ課 

P.38 
～ 
P.41 

条
例 

議 案 

第60号 

宇城市水道事業給
水条例の一部を改
正する条例の制定
について 

１ 趣旨 
 令和８年熊本地震の被災により、
宇城市の指定する地元の給水装置
工事事業者の確保が困難なため、他
の地方公共団の長が指定する給水
装置工事事業者による工事の施行
を可能とする必要があるため改正
するもの 

 
２ 要点 

災害その他非常時における工事
施行者の例外規定を定める。 

 
３ 施行期日 
  公布の日 

地方自治法
第96条第1
項第1号 

上下水道局 
上下水道課 

P.42 
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区
分 

番号 案 件 名 内  容 根拠法令 主管課 頁 

そ
の
他 

議 案 

第61号 
工事請負契約の締
結について 

松橋中学校駐輪場改築工事の工事請負
契約の締結 
【契約額】162,030,000円 

地方自治法
第96条第1
項第5号 

宇城市議会
の議決に付
すべき契約
及び財産の
取得又は処
分に関する
条例第2条 

教育部 
学校施設課 

P.43 

そ
の
他 

議 案 

第62号 

工事請負契約の締
結についての議決
の一部変更につい
て 

宇城市保健福祉センター中規模改修工
事の工事請負契約の変更契約の締結 
【今回変更増額】 23,159,627円 
【現請負金額】321,970,000円 
【変更請負金額】345,129,627円 

地方自治法
第96条第1
項第5号 

宇城市議会
の議決に付
すべき契約
及び財産の
取得又は処
分に関する
条例第2条 

保健衛生部 
健康づくり推進課 

P.44 

そ
の
他 

議 案 

第63号 

工事請負契約の締
結についての議決
の一部変更につい
て 

豊福小学校校舎棟改築工事の工事請
負契約の変更契約の締結 
【今回変更増額】    9,823,784円 
【現請負金額】3,142,546,035円 
【変更請負金額】3,152,369,819円 

地方自治法
第96条第1
項第5号 

宇城市議会
の議決に付
すべき契約
及び財産の
取得又は処
分に関する
条例第2条 

教育部 
学校施設課 

P.45 

そ
の
他 

議 案 

第64号 
財産の取得につい
て 

宇城市立小学校ディスプレイ型電子
黒板購入 
【取得価格】36,352,800円 
【数  量】204台 

地方自治法 
第96条第1
項第8号 

宇城市議会
の議決に付
すべき契約
及び財産の
取得又は処
分に関する
条例第3条 

教育部 
教育総務課 

P.46 

そ
の
他 

議 案 

第65号 

損害賠償の額の決
定及び和解につい
て 

１ 事件の概要 
市道管理不備による物損事故 

 
２ 損害賠償の額 
  2,105,684円 

地方自治法
第96条第1
項第12号及
び第13号 

土木部 
用地管理課 

P.47 
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区
分 

番号 案 件 名 内  容 根拠法令 主管課 頁 

認
定 

認 定 

第１号 

令和７年度宇城市
一般会計歳入歳出
決算の認定につい
て 

一般会計 

地方自治法
第233条第3
項及び同法
第96条第1
項第3号 

総務部 
総務課 

P.48 
別冊 

認
定 

認 定 

第２号 

令和７年度宇城市
国民健康保険特別
会計歳入歳出決算
の認定について 

国民健康保険特別会計 

地方自治法
第233条第3
項及び同法
第96条第1
項第3号 

保健衛生部 
医療保険課 

P.49 
別冊 

認
定 

認 定 

第３号 

令和７年度宇城市
後期高齢者医療特
別会計歳入歳出決
算の認定について 

後期高齢者医療特別会計 

地方自治法
第233条第3
項及び同法
第96条第1
項第3号 

保健衛生部 
医療保険課 

P.50 
別冊 

認
定 

認 定 

第４号 

令和７年度宇城市
介護保険特別会計
歳入歳出決算の認
定について 

介護保険特別会計 

地方自治法
第233条第3
項及び同法
第96条第1
項第3号 

福祉部 
高齢介護課 

P.51 
別冊 

認
定 

認 定 

第５号 

令和７年度宇城市
奨学金特別会計歳
入歳出決算の認定
について 

奨学金特別会計 

地方自治法
第233条第3
項及び同法
第96条第1
項第3号 

教育部 
教育総務課 

P.52 
別冊 

認
定 

認 定 

第６号 

令和７年度宇城市
水道事業会計決算
の認定について 

水道事業会計 

地方公営企
業法第30条
第4項 

地方自治法
第96条第1
項第3号 

上下水道局 
上下水道課 

P.53 
別冊 

認
定 

認 定 

第７号 

令和７年度宇城市
下水道事業会計決
算の認定について 

下水道事業会計 

地方公営企
業法第30条
第4項 

地方自治法
第96条第1
項第3号 

上下水道局 
上下水道課 

P.54 
別冊 
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報告第１６号 

 

 

 

専決処分の報告について 

 

宇城市長の専決事項の指定について（平成３０年議決）で指定された事項について、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

市長において専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを議会に報告する。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

内 容 変更金額（円） 

宇城市農業者トレーニングセンター中規

模改修工事の工事請負契約の変更契約の

締結 

【今回変更増額】   9,176,287 
【現請負金額】 200,200,000 
【変更請負金額】 209,376,287 
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専決第１４号 

 

 

 

専決処分書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき、議会の

議決により指定された市長の専決処分事項について、次のとおり専決処分する。 

 

令和８年５月２５日専決 

 

宇城市長 末松 直洋   

 

 

 

市は、令和７年９月１６日付けの議会の議決を経て締結した工事請負契約について、

次のとおり変更契約を締結する。 

 

１ 工  事  名 宇城市農業者トレーニングセンター中規模改修工事 

２ 今回変更増額   ９，１７６，２８７円（税込） 

  現請負金額 ２００，２００，０００円（税込） 

  変更請負金額 ２０９，３７６，２８７円（税込） 

３ 契約の相手方 住    所 熊本県宇城市小川町北新田２７８番地 

         商号又は名称 株式会社 実栄企業 

         代表者氏名  代表取締役 澤田 幸佑 
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報告第１７号 

 

 

 

専決処分の報告について 

 

宇城市長の専決事項の指定について（平成３０年議決）で指定された事項について、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

市長において専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを議会に報告する。 

 

  令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

内 容 件 数 賠償金額（円） 

選挙ポスター掲示板による浅川区

フェンス損壊に係る損害賠償 
１ ９１，０８０ 
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専決第１５号 

 

 

 

専決処分書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき、議会の

議決により指定された市長の専決処分事項について、次のとおり専決処分する。 

 

令和８年６月１６日専決 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

市は、令和８年４月１０日に熊本県宇城市松橋町浅川１２７５番地内で発生した選

挙ポスター掲示板による浅川区フェンス損壊に係る損害賠償の額を次のとおり決定す

る。 

 

１ 損 害 賠 償 の 額 ９１，０８０円 

２ 損害賠償の相手方 浅川区 

３ 事 件 の 内 容 

(1) 発生日時 令和８年４月１０日 午前８時頃 

(2) 発生場所 熊本県宇城市松橋町浅川１２７５番地内 

(3) 概  要 選挙ポスター掲示板を浅川区が管理するフェンスに設置していた

ところ、強風の影響によりポスター掲示板が煽られ、フェンスが荷

重に耐えきれず倒壊し、掲示板設置者の市に賠償責任が生じたもの 
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報告第１８号 

 

 

 

専決処分の報告について 

 

宇城市長の専決事項の指定について（平成３０年議決）で指定された事項について、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

市長において専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを議会に報告する。 

 

  令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

内 容 件 数 賠償金額（円） 

宇城市立ふれあいスポーツセンタ

ーの施設利用中における物損事故

に係る損害賠償 

１ ７８１，９３０ 
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専決第１６号 

 

 

 

専決処分書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき、議会の

議決により指定された市長の専決処分事項について、次のとおり専決処分する。 

 

令和８年６月２６日専決 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

市は、令和８年４月６日に熊本県宇城市小川町河江５２番地１０地内で発生した宇

城市立ふれあいスポーツセンターの施設利用中における物損事故に係る損害賠償の額

を次のとおり決定する。 

 

１ 損 害 賠 償 の 額 ７８１，９３０円 

２ 損害賠償の相手方 法人 

３ 事 件 の 内 容  

(1) 発生日時 令和８年４月６日 午後８時頃 

(2) 発生場所 熊本県宇城市小川町河江５２番地１０地内 

(3) 概  要 宇城市立ふれあいスポーツセンターにおいて、施設の防護ネット

の一部が破損しており、施設利用者が蹴ったサッカーボールが当該

破損箇所をすり抜け、隣接の駐車場に駐車中の車輌の左後部ドアに

直撃し、これを損傷させたため、市に賠償責任が生じたもの 
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報告第１９号 

 

 

 

専決処分の報告について 

 

宇城市長の専決事項の指定について（平成３０年議決）で指定された事項について、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

市長において専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを議会に報告する。 

 

  令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

内 容 件 数 賠償金額（円） 

公用車による物損事故に係る損害

賠償 
１ ２０９，０００ 
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専決第１７号 

 

 

 

専決処分書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき、議会の

議決により指定された市長の専決処分事項について、次のとおり専決処分する。 

 

令和８年７月２１日専決 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

市は、令和８年３月２７日に熊本県宇城市三角町三角浦１１５９番地１９５地先で

発生した公用車による物損事故に係る損害賠償の額を次のとおり決定する。 

 

１ 損 害 賠 償 の 額 ２０９，０００円 

２ 損害賠償の相手方 法人 

３ 事 件 の 内 容  

(1) 発生日時 令和８年３月２７日 午前１０時３５分頃 

(2) 発生場所  熊本県宇城市三角町三角浦１１５９番地１９５地先 

(3) 概  要 公用車を運転中、後退しようとした際、相手方のフェンスに接触し

損傷させたため、市に賠償責任が生じたもの 
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報告第２０号 

 

 

 

専決処分の報告について 

 

宇城市長の専決事項の指定について（平成３０年議決）で指定された事項について、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

市長において専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを議会に報告する。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

内 容 変更金額（円） 

松橋中学校校舎等解体工事（２期）の工事

請負契約の変更契約の締結 

【今回変更減額】      195,605 
【現請負金額】  362,760,040 
【変更請負金額】  362,564,435 
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専決第１８号 

 

 

 

専決処分書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき、議会の

議決により指定された市長の専決処分事項について、次のとおり専決処分する。 

 

令和８年７月２４日専決 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

市は、令和８年５月７日付けの専決処分を経て変更契約を締結した工事請負契約

（令和７年９月１６日付け議決）について、次のとおり変更契約を締結する。 

 

１ 工 事 名 松橋中学校校舎等解体工事（２期） 

２ 今回変更減額     １９５，６０５円（税込） 

現請負金額 ３６２，７６０，０４０円（税込） 

変更請負金額 ３６２，５６４，４３５円（税込） 

３ 契約の相手方 住    所 熊本県宇城市松橋町両仲間２７２番地１ 

商号又は名称 株式会社 日置組 

代表者氏名 代表取締役 岡本 和久 
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報告第２１号 

 

 

 

専決処分の報告について 

 

宇城市長の専決事項の指定について（平成３０年議決）で指定された事項について、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

市長において専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを議会に報告する。 

 

  令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

内 容 件 数 賠償金額（円） 

学校支給のリボンテープによるラ

ンドセル汚損に係る損害賠償 
１ ８，０００ 
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専決第１９号 

 

 

 

専決処分書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき、議会の

議決により指定された市長の専決処分事項について、次のとおり専決処分する。 

 

令和８年７月２４日専決 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

市は、令和８年６月１０日に熊本県宇城市小川町新田１６７５番地１で発生した学

校支給のリボンテープによるランドセル汚損に係る損害賠償の額を次のとおり決定す

る。 

 

１ 損 害 賠 償 の 額 ８，０００円 

２ 損害賠償の相手方 個人 

３ 事 件 の 内 容  

(1) 発生日時 令和８年６月１０日 午後４時頃 

(2) 発生場所  熊本県宇城市小川町新田１６７５番地１ 

(3) 概  要 １年生の集団下校の班分けの確認に学校支給のリボンテープをラ

ンドセルに付けさせたところ、リボンテープが雨で濡れて色落ちし

たことで、ランドセルを汚損し、市に賠償責任が生じたもの 
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報告第２２号 

 

 

 

令和７年度宇城市一般会計継続費精算報告について 

 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第２項の規定により、令

和７年度宇城市一般会計継続費について、次のとおり精算報告書を調製したので、こ

れを議会に報告する。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

令和７年度宇城市一般会計継続費精算報告書 

別紙のとおり 

 

（提案理由） 

地方自治法施行令第１４５条第２項の規定により、令和７年度宇城市一般会計

継続費精算報告書を議会に報告する。 
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報告第２３号 

 

 

 

令和７年度有限会社アグリパーク豊野の経営状況の報告について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により、宇城

市が出資していた有限会社アグリパーク豊野の経営状況を次のとおり報告する。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

令和７年度有限会社アグリパーク豊野の経営状況 

別冊のとおり 

 

（提案理由） 

地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、宇城市が出資していた有限会

社アグリパーク豊野の令和７年度の経営状況について、地方自治法施行令（昭和

２２年政令第１６号）第１７３条の５で定める当該法人の事業の決算に関する書

類を作成したので、議会に報告する。 
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報告第２４号 

 

 

 

令和７年度宇城市健全化判断比率及び公営企業会計資金不足比率の報告につ

いて 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１

項及び同法第２２条第１項の規定により、令和７年度宇城市健全化判断比率及び公営

企業会計資金不足比率を、別添監査委員の意見を付して議会に報告する。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

１ 令和７年度宇城市健全化判断比率 

 健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 － １２．５３％ ２０．００％ 

連結実質赤字比率 － １７．５３％ ３０．００％ 

実質公債費比率 １１．０％ ２５．０％ ３５．０％ 

将来負担比率 ２６．０％ ３５０．０％  

 

２ 令和７年度宇城市公営企業会計資金不足比率 

 資金不足比率 経営健全化基準 

水道事業会計 － ２０．０％ 

下水道事業会計 － ２０．０％ 

 

３ 令和７年度宇城市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見書 

別冊のとおり 

 

（提案理由） 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び同法第２２条第

１項の規定により、令和７年度宇城市健全化判断比率及び公営企業会計資金不足

比率を議会に報告する。 

 

 

 

 

-24-



 

承認第５号 

 

 

 

専決処分の報告及び承認を求めることについて 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

令和８年度宇城市一般会計補正予算（専決第１号） 

別冊のとおり 

 

 

 

（提案理由） 

令和８年７月２８日に発生した「令和８年熊本地震」の応急対策及び災害復旧

等を図るため、公共施設等の応急復旧や被災者の応急救助等に係る事務を緊急で

行う必要性が生じたが、議会を招集する時間的余裕がないことから、議会におい

て議決すべき事件を地方自治法第１７９条第１項の規定により市長において専決

処分をしたため、同条第３項の規定により議会に報告し、承認を求める必要があ

る。 
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専決第２０号 

 

 

 

専決処分書 

 

令和８年度宇城市一般会計補正予算（専決第１号）について、急施を要すると認め、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別紙のとおり

専決処分する。 

 

令和８年７月２９日専決 

 

宇城市長 末松 直洋    
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承認第６号 

 

 

 

専決処分の報告及び承認を求めることについて 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

令和８年度宇城市水道事業会計補正予算（専決第１号） 

別冊のとおり 

 

 

 

（提案理由） 

令和８年熊本地震により水道施設に甚大な被害が発生し、市内広範囲に断水が

生じたことに伴い、被災者への飲料水の供給及び被災した水道施設の応急復旧を

迅速に実施するため、これらに必要な経費について予算を早急に補正する必要性

が生じたが、議会を招集する時間的余裕がないことから、議会において議決すべ

き事件を地方自治法第１７９条第１項の規定により市長において専決処分をした

ため、同条第３項の規定により議会に報告し、承認を求める必要がある。 
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専決第２１号 

 

 

 

専決処分書 

 

令和８年度宇城市水道事業会計補正予算（専決第１号）について、急施を要すると

認め、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別紙の

とおり専決処分する。 

 

令和８年７月２９日専決 

 

宇城市長 末松 直洋    
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承認第７号 

 

 

 

専決処分の報告及び承認を求めることについて 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

令和８年度宇城市下水道事業会計補正予算（専決第１号） 

別冊のとおり 

 

 

 

（提案理由） 

令和８年熊本地震により下水道施設に甚大な被害が発生し、被災した下水道施

設の応急復旧を迅速に実施するため、これらに必要な経費について予算を早急に

補正する必要性が生じたが、議会を招集する時間的余裕がないことから、議会に

おいて議決すべき事件を地方自治法第１７９条第１項の規定により市長において

専決処分をしたため、同条第３項の規定により議会に報告し、承認を求める必要

がある。 
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専決第２２号 

 

 

 

専決処分書 

 

令和８年度宇城市下水道事業会計補正予算（専決第１号）について、急施を要する

と認め、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別紙

のとおり専決処分する。 

 

令和８年７月２９日専決 

 

宇城市長 末松 直洋    
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議案第５４号 

 

 

 

宇城市公告式条例及び宇城市行政手続条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

 

宇城市公告式条例及び宇城市行政手続条例の一部を改正する条例を次のように制

定することとする。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

宇城市公告式条例及び宇城市行政手続条例の一部を改正する条例 

 

（宇城市公告式条例の一部改正） 

第１条 宇城市公告式条例（平成１７年宇城市条例第３号）の一部を次のように改正

する。 

第２条第２項中「に掲示」の次に「し、又は市のホームページに掲載」を加える。 

（宇城市行政手続条例の一部改正） 

第２条 宇城市行政手続条例（平成１７年宇城市条例第１２号）の一部を次のように

改正する。 

第１５条第３項中「その者の氏名、同項第３号及び第４号に掲げる事項並びに当

該行政庁が同項各号に掲げる事項を記載した書面をいつでもその者に交付する旨

を当該行政庁の事務所の掲示場に掲示すること」を「公示の方法」に改め、同項後

段を削り、同条に次の１項を加える。 

４ 前項の公示の方法による通知は、不利益処分の名宛人となるべき者の氏名、第

１項第３号及び第４号に掲げる事項並びに当該行政庁が同項各号に掲げる事項

を記載した書面をいつでもその者に交付する旨（以下この項において「公示事項」

という。）を総務省令で定める方法により不特定多数の者が閲覧することができ

る状態に置くとともに、公示事項が記載された書面を当該行政庁の事務所の掲示

場に掲示し、又は公示事項を当該事務所に設置した電子計算機の映像面に表示し

たものの閲覧をすることができる状態に置く措置をとることによって行うもの

とする。この場合においては、当該措置を開始した日から２週間を経過したとき

に、当該通知がその者に到達したものとみなす。 
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第１６条第１項中「同条第３項後段」を「同条第４項後段」に改める。 

第２２条第３項前段中「第３項」の次に「及び第４項」を加え、同項後段中「第

３項」の次に「及び第４項」を、「参加人」と、」の次に「同項中」を加え、「掲示を

始めた日から２週間を経過した」を削り、「、掲示を始めた」を「、当該措置を開始

した」に改める。 

第２９条中「第３項及び」の次に「第４項並びに」を加え、「「同項第３号」を「同

条第４項中「第１項第３号」に、「同条第３号」を「第２８条第３号」に、「同条第

３項後段」を「同条第４項後段」に、「第１５条第３項後段」を「第１５条第４項後

段」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の宇城市行政手続条例第１５条第３項（第２２条第３項（第

２５条において準用する場合を含む。）及び第２９条において準用する場合を含む。）

の規定は、この条例の施行の日以後にする通知について適用し、同日前にした通知

については、なお従前の例による。 

 

（提案理由） 

デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するためのデジタル社会形

成基本法等の一部を改正する法律（令和５年法律第６３号）の施行に伴い、宇城

市公告式条例及び宇城市行政手続条例の一部を改正する必要が生じたため、地方

自治法第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を得る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議案第５５号 

 

 

 

宇城市認可地縁団体印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例の制

定について 

 

宇城市認可地縁団体印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定することとする。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

宇城市認可地縁団体印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

 

宇城市認可地縁団体印鑑登録及び証明に関する条例（平成１７年宇城市条例第１４

号）の一部を次のように改正する。 

 

第４条中「第２１条第２項」を「第１８条の３第１項」に改める。 

第６条第１項第６号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

第１２条中「第１９条第１項第１号ト」を「第１８条の３第１項第７号」に改める。 

附 則 

この条例は、令和８年１０月１日から施行する。 

 

（提案理由） 

地方自治法施行規則の一部を改正する省令（令和８年総務省令第８６号）の施

行に伴い、宇城市認可地縁団体印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する

必要が生じたため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１

号の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議案第５６号 

 

 

 

宇城市印鑑の登録及び証明に関する条例及び宇城市手数料条例の一部を改正

する条例の制定について 

 

宇城市印鑑の登録及び証明に関する条例及び宇城市手数料条例の一部を改正する

条例を次のように制定することとする。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

宇城市印鑑の登録及び証明に関する条例及び宇城市手数料条例の一部を改正す

る条例 

 

（宇城市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正） 

第１条 宇城市印鑑の登録及び証明に関する条例（平成１７年宇城市条例第１３号）

の一部を次のように改正する。 

第１２条第１項中「又は個人番号カード」を「、個人番号カード」に、「をいい、」

を「をいう。以下同じ。）、特定在留カード（出入国管理及び難民認定法（昭和２

６年政令第３１９号）第１９条の１５の２第１項に規定する特定在留カードをいう。

以下同じ。）又は特定特別永住者証明書（日本国との平和条約に基づき日本の国籍

を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成３年法律第７１号）第１６条の

２第１項に規定する特定特別永住者証明書をいう。以下同じ。）（以下「印鑑登録

証等」と総称する。）（個人番号カード、特定在留カード及び特定特別永住者証明

書は、」に、「ものに」を「ものであって、印鑑登録者が申請する場合に」に改め、

「（登録者が申請する場合に限る。以下同じ。）」を削り、同条第２項中「印鑑登

録証又は個人番号カード」を「印鑑登録証等」に改め、同条第３項中「個人番号カ

ード」の次に「、特定在留カード、特定特別永住者証明書」を加える。 

第１２条の２第１号及び第２号中「印鑑登録証又は個人番号カード」を「印鑑登

録証等」に改める。 

（宇城市手数料条例の一部改正） 

第２条 宇城市手数料条例（平成１７年宇城市条例第５８号）の一部を次のように改

正する。 
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別表戸籍の部戸籍の全部・個人事項証明の交付手数料の項中「個人番号カード（」

を「個人番号カード、出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）第

１９条の１５の２第１項に規定する特定在留カード若しくは日本国との平和条約

に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成３年法律第

７１号）第１６条の２第１項に規定する特定特別永住者証明書（これらのうち」に

改め、同表地籍の部中「国土調査法第２１条第２項の規定に基づく国土調査の成果

の写し又はそれに類似する成果の閲覧手数料」を「国土調査法（昭和２６年法律第

１８０号）第２１条第２項の規定に基づく国土調査の成果の写し又はそれに類似す

る成果の閲覧手数料」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

（提案理由） 

出入国管理及び難民認定法等の一部を改正する法律（令和６年法律第５９号）

の施行に伴い、宇城市印鑑の登録及び証明に関する条例及び宇城市手数料条例の

一部を改正する必要が生じたため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９

６条第１項第１号の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議案第５７号 

 

 

 

宇城市こども医療費助成に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

宇城市こども医療費助成に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する

こととする。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

宇城市こども医療費助成に関する条例の一部を改正する条例 

 

宇城市こども医療費助成に関する条例（平成１７年宇城市条例第１２１号）の一部

を次のように改正する。 

 

第７条中「社会保険診療報酬支払基金法」を「医療情報基盤・診療報酬審査支払機

構法」に、「社会保険診療報酬支払基金又は」を「医療情報基盤・診療報酬審査支払機

構又は」に改める。 

附 則 

この条例は、令和８年１０月１日から施行する。 

 

（提案理由） 

医療法等の一部を改正する法律（令和７年法律第８７号）の施行に伴い、宇城

市こども医療費助成に関する条例の一部を改正する必要が生じたため、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決

を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議案第５８号 

 

 

 

宇城市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に関する利用者負担額を定

める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

宇城市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に関する利用者負担額を定める

条例の一部を改正する条例を次のように制定することとする。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

宇城市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に関する利用者負担額を定

める条例の一部を改正する条例 

 

宇城市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に関する利用者負担額を定める

条例（平成２７年宇城市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

 

第２条第１号ア中「子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号。以

下「令」という。）第４条第１項第１号」を「法第２７条第１項」に改め、同号イ中「令」

を「子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号。以下「令」という。）」

に改め、同条第２号中「第９条」を「第９条第２項」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

（提案理由） 

児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第２９号）の施行に伴い、

宇城市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に関する利用者負担額を定め

る条例の一部を改正する必要が生じたため、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議案第５９号 

 

 

 

宇城市立学校体育施設の使用に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 

宇城市立学校体育施設の使用に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定

することとする。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

宇城市立学校体育施設の使用に関する条例の一部を改正する条例 

 

宇城市立学校体育施設の使用に関する条例（平成１７年宇城市条例第９１号）の一

部を次のように改正する。 

 

別表を次のように改める。 

別表（第２条、第６条関係） 

１ 三角学校施設 

施設名 使用料（１時間当

たり） 

照明使用（１時間

当たり） 

冷暖房料（１時間

当たり） 

市内 市外 市内 市外 

三角小

学校 

体育館全面 ２００円 ４００円 ２００円 ４００円 １，４００円 

体育館半面 １００円 ２００円 １００円 ２００円 

グラウンド 無料 ４００円 ― ― ― 

青海小

学校 

体育館全面 ２００円 ４００円 １００円 ２００円 ７００円 

体育館半面 １００円 ２００円 

グラウンド 無料 ４００円 ― ― ― 

三角中

学校 

体育館全面 ２００円 ４００円 ２００円 ４００円 １，８００円 

体育館半面 １００円 ２００円 １００円 ２００円 

柔道場 １００円 ２００円 １００円 ２００円 ４００円 

剣道場 １００円 ２００円 １００円 ２００円 

ミーティングル

ーム 

１００円 ２００円 ― ― １００円 
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サッカーコート 無料 ４００円 ― ― ― 

野球コート 無料 ４００円 ― ― ― 

テニスコート１

面 

無料 ２００円 ― ― ― 

 備考 

１ 利用時間１時間未満の端数は、１時間とみなす。 

２ 市外とは、次のいずれかに該当する場合をいう。 

ア 主催者又は利用責任者が市外居住の場合 

イ 利用者の過半数以上が市外居住の場合 

２ 不知火学校施設 

施設名 使用料（１時間当

たり） 

照明使用（１時間

当たり） 

冷暖房料（１時間

当たり） 

市内 市外 市内 市外 

不知火小

学校 

グラウンド 無料 ４００円 ― ― ― 

体育館 ２００円 ４００円 １００円 ２００円 １，５００円 

不知火中

学校 

グラウンド 無料 ４００円 ― ― ― 

体育館全面 ２００円 ４００円 ２００円 ４００円 ― 

体育館半面 １００円 ２００円 １００円 ２００円 

柔道場 １００円 ２００円 １００円 ２００円 ― 

剣道場 １００円 ２００円 １００円 ２００円 

 備考 

１ 利用時間１時間未満の端数は、１時間とみなす。 

２ 市外とは、次のいずれかに該当する場合をいう。 

ア 主催者又は利用責任者が市外居住の場合 

イ 利用者の過半数以上が市外居住の場合 

３ 松橋学校施設 

施設名 使用料（１時間当

たり） 

照明使用（１時間

当たり） 

冷暖房料 （１時

間当たり） 

市内 市外 市内 市外 

当尾小学

校 

体育館全面 ２００円 ４００円 １００円 ２００円 １，４００円 

体育館半面 １００円 ２００円 

グラウンド 無料 ４００円 ― ― ― 

豊福小学

校 

体育館全面 ２００円 ４００円 １００円 ２００円 １，４００円 

体育館半面 １００円 ２００円 

グラウンド 無料 ４００円 ― ― ― 

豊川小学

校 

体育館全面 ２００円 ４００円 １００円 ２００円 ― 

体育館半面 １００円 ２００円 

グラウンド 無料 ４００円 ― ― ― 

松橋小学

校 

体育館全面 ２００円 ４００円 １００円 ２００円 ― 

体育館半面 １００円 ２００円 

グラウンド 無料 ４００円 ― ― ― 
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松橋中学

校 

体育館全面 ２００円 ４００円 ２００円 ４００円 ― 

体育館半面 １００円 ２００円 １００円 ２００円 

柔道・剣道・卓

球・体操場それ

ぞれ 

１００円 ２００円 １００円 ２００円 ― 

テニスコート１

面 

無料 ２００円 ４００円 ８００円 ― 

 備考 

１ 利用時間１時間未満の端数は、１時間とみなす。 

２ 市外とは、次のいずれかに該当する場合をいう。 

ア 主催者又は利用責任者が市外居住の場合 

イ 利用者の過半数以上が市外居住の場合 

４ 小川学校施設 

施設名 使用料（１時間当

たり） 

照明使用（１時間

当たり） 

冷暖房料（１時間

当たり） 

市内 市外 市内 市外 

海東小学

校 

グラウンド 無料 ４００円 ― ― ― 

体育館全面 ２００円 ４００円 １００円 ２００円 １，４００円 

体育館半面 １００円 ２００円 

小川小学

校 

グラウンド 無料 ４００円 ― ― ― 

体育館全面 ２００円 ４００円 １００円 ２００円 １，２００円 

体育館半面 １００円 ２００円 

小野部田

小学校 

グラウンド 無料 ４００円 ― ― ― 

体育館全面 ２００円 ４００円 １００円 ２００円 １，２００円 

体育館半面 １００円 ２００円 

河江小学

校 

グラウンド 無料 ４００円 １００円 ２００円 ― 

体育館全面 ２００円 ４００円 ２００円 ４００円 ― 

体育館半面 １００円 ２００円 １００円 ２００円 

小川中学

校 

グラウンド 無料 ４００円 ― ― ― 

体育館全面 ２００円 ４００円 １００円 ２００円 １，７００円 

体育館半面 １００円 ２００円 

武道場 １００円 ２００円 １００円 ２００円 ６００円 

卓球場 １００円 ２００円 １００円 ２００円 ５００円 

 備考 

１ 利用時間１時間未満の端数は、１時間とみなす。 

２ 市外とは、次のいずれかに該当する場合をいう。 

ア 主催者又は利用責任者が市外居住の場合 

イ 利用者の過半数以上が市外居住の場合 

３ 河江小学校グラウンドの照明の使用は、専用コインで行い、単位は３０分ご

ととする。 

５ 豊野学校施設 
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施設名 使用料（１時間当

たり） 

照明使用（１時間

当たり） 

冷暖房料（１時間

当たり） 

市内 市外 市内 市外 

豊野小中

学校 

グラウンド 無料 ４００円 １００円 ２００円 ― 

体育館全面 ２００円 ４００円 ２００円 ４００円 ― 

体育館半面 １００円 ２００円 １００円 ２００円 

武道場 １００円 ２００円 １００円 ２００円 ― 

備考 

１ 利用時間１時間未満の端数は、１時間とみなす。 

２ 市外とは、次のいずれかに該当する場合をいう。 

ア 主催者又は利用責任者が市外居住の場合 

イ 利用者の過半数以上が市外居住の場合 

附 則 

この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において教育委員会規則

で定める日から施行する。 

 

（提案理由） 

小中学校屋内運動場の空調設備設置による冷暖房料の設定に伴い、宇城市立学

校体育施設の使用に関する条例の一部を改正する必要が生じたため、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を

経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議案第６０号 

 

 

 

宇城市水道事業給水条例の一部を改正する条例の制定について 

 

宇城市水道事業給水条例の一部を改正する条例を次のように制定することとする。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

宇城市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

 

宇城市水道事業給水条例（平成１７年宇城市条例第１７９号）の一部を次のように

改正する。 

 

第１４条第１項に次のただし書を加える。 

ただし、災害その他非常の場合において、市長が他の地方公共団体の長（地方公

営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第７条の規定により置かれた水道事業の管

理者を含む。以下この項において同じ。）又は他の地方公共団体の長が法第１６条の

２第１項の指定をした者が給水装置工事を施行する必要があると認めるときは、こ

の限りでない。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

（提案理由） 

令和８年熊本地震の被災により、宇城市の指定する地元の給水装置工事事業者

の確保が困難なため、他の地方公共団体の長が指定する給水装置工事事業者によ

る工事の施行を可能とする必要があることから、宇城市水道事業給水条例の一部

を改正する必要が生じたため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条

第１項第１号の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議案第６１号 

 

 

 

工事請負契約の締結について 

 

次のとおり工事請負契約を締結するため議会の議決を求める。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

１ 工 事 名 松橋中学校駐輪場改築工事 

２ 工 事 場 所 宇城市松橋町松橋５２２番地１ 

３ 契 約 金 額 １６２，０３０，０００円（税込） 

４ 契約の相手方 住    所 熊本県宇城市松橋町松橋１０２８番地 

         商号又は名称 株式会社 髙橋建設 

         代表者氏名 代表取締役 堀本 利好 

 

（提案理由） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び宇城市議会

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年宇城市

条例第４７号）第２条の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議案第６２号 

 

 

 

工事請負契約の締結についての議決の一部変更について 

 

次のとおり工事請負契約の締結についての議決の一部を変更することについて、議

会の議決を求める。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

１ 工  事  名 宇城市保健福祉センター中規模改修工事 

２ 今回変更増額  ２３，１５９，６２７円（税込） 

 現請負金額 ３２１，９７０，０００円（税込） 

 変更請負金額 ３４５，１２９，６２７円（税込） 

３ 契約の相手方 住    所 熊本県宇城市松橋町両仲間２７２番地１ 

         商号又は名称 株式会社 日置組 

         代表者氏名 代表取締役 岡本 和久 

 

（提案理由） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び宇城市議会

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年宇城市

条例第４７号）第２条の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議案第６３号 

 

 

 

工事請負契約の締結についての議決の一部変更について 

 

次のとおり工事請負契約の締結についての議決の一部を変更することについて、議

会の議決を求める。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

１ 工  事  名 豊福小学校校舎棟改築工事 

２ 今回変更増額     ９，８２３，７８４円（税込） 

  現請負金額 ３，１４２，５４６，０３５円（税込） 

  変更請負金額 ３，１５２，３６９，８１９円（税込） 

３ 契約の相手方 住    所 熊本県熊本市中央区大江 4丁目 13番 20号 

         商号又は名称 小竹・髙橋・いさお特定建設工事共同企業体 

         代表者氏名 株式会社 小竹組 代表取締役 江越 征記 

 

（提案理由） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び宇城市議会

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年宇城市

条例第４７号）第２条の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議案第６４号 

 

 

 

財産の取得について 

 

次のとおり財産を取得することについて、議会の議決を求める。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

１ 財 産 宇城市立小学校ディスプレイ型電子黒板 ２０４台 

２ 納 入 場 所 宇城市三角町三角浦５７４番地１ほか１１か所 

３ 取 得 価 格 ３６，３５２，８００円（税込） 

４ 契約の相手方 住    所 熊本県宇城市松橋町久具３１８番地４ 

         商号又は名称 合資会社 下田文具店 

         代表者氏名 代表社員 下田 道雄 

 

（提案理由） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第８号及び宇城市議会

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年宇城市

条例第４７号）第３条の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議案第６５号 

 

 

 

損害賠償の額の決定及び和解について 

 

次のとおり損害賠償請求事件に関して損害賠償の額を決定し、和解することについ

て議会の議決を求める。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

１ 相手方 

(1) 住所 熊本県宇土市水町２番地１ 

(2) 氏名 株式会社 宇土運輸 

２ 損害賠償の額 

２，１０５，６８４円 

３ 和解の内容 

(1) 市は、相手方に対し、本件に関し、上記２の支払義務があることを認める。 

(2) 市は、相手方に対し、前項の金員を議決後速やかに支払う。 

(3) 相手方及び市は、相手方と市との間には、本件に関し、この和解条項に定める

もののほか何らの債権債務が無いことを相互に確認する。 

４ 事件の内容 

(1) 発生日時 令和８年３月２２日 午後１０時頃 

(2) 発生場所 熊本県宇城市不知火町高良６６８番２付近 

(3) 概  要 相手方の運転する車両が宇城市道不１８２号不知火ウキウキ線を

走行していた際、市の所有地にあった木の枝が折れて、市道上に出

てきていたことにより、車両荷台の上部に接触し、荷台パネル部分

が損傷したことで、道路管理者の市に賠償責任が生じたもの 

 

（提案理由） 

損害賠償請求事件に関して損害賠償の額を決定し、和解をしたいので、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定に

より、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 



 

認定第１号 

 

 

 

令和７年度宇城市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和７年

度宇城市一般会計歳入歳出決算を、別添監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

歳入歳出決算書及び監査委員の意見書 

別冊のとおり 

 

（提案理由） 

地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度宇城市一般会計歳入歳

出決算は議会の認定に付し、同法第９６条第１項第３号の規定により、議会の議

決を要する。 
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認定第２号 

 

 

 

令和７年度宇城市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和７年

度宇城市国民健康保険特別会計歳入歳出決算を、別添監査委員の意見を付けて議会の

認定に付する。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

歳入歳出決算書及び監査委員の意見書 

別冊のとおり 

 

（提案理由） 

地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度宇城市国民健康保険特

別会計歳入歳出決算は、議会の認定に付し同法第９６条第１項第３号の規定によ

り、議会の議決を要する。 
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認定第３号 

 

 

 

令和７年度宇城市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和７年

度宇城市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を、別添監査委員の意見を付けて議会

の認定に付する。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

歳入歳出決算書及び監査委員の意見書 

別冊のとおり 

 

（提案理由） 

地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度宇城市後期高齢者医療

特別会計歳入歳出決算は、議会の認定に付し同法第９６条第１項第３号の規定に

より、議会の議決を要する。 
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認定第４号 

 

 

 

令和７年度宇城市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和７年

度宇城市介護保険特別会計歳入歳出決算を、別添監査委員の意見を付けて議会の認定

に付する。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

歳入歳出決算書及び監査委員の意見書 

別冊のとおり 

 

（提案理由） 

地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度宇城市介護保険特別会

計歳入歳出決算は、議会の認定に付し同法第９６条第１項第３号の規定により、

議会の議決を要する。 

 

-51-



 

認定第５号 

 

 

 

令和７年度宇城市奨学金特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和７年

度宇城市奨学金特別会計歳入歳出決算を、別添監査委員の意見を付けて議会の認定に

付する。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

歳入歳出決算書及び監査委員の意見書 

別冊のとおり 

 

（提案理由） 

地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度宇城市奨学金特別会計

歳入歳出決算は、議会の認定に付し同法第９６条第１項第３号の規定により、議

会の議決を要する。 
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認定第６号 

 

 

 

令和７年度宇城市水道事業会計決算の認定について 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和

７年度宇城市水道事業会計決算を、別添監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

決算書及び監査委員の意見書 

別冊のとおり 

 

（提案理由） 

地方公営企業法第３０条第４項の規定により、令和７年度宇城市水道事業会計

決算は、議会の認定に付し地方自治法（昭和２２年法律第６７条）第９６条第１

項第３号の規定により、議会の議決を要する。 
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認定第７号 

 

 

 

令和７年度宇城市下水道事業会計決算の認定について 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和

７年度宇城市下水道事業会計決算を、別添監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

る。 

 

令和８年９月１日提出 

 

宇城市長 末松 直洋    

 

 

 

決算書及び監査委員の意見書 

別冊のとおり 

 

（提案理由） 

地方公営企業法第３０条第４項の規定により、令和７年度宇城市下水道事業会

計決算は、議会の認定に付し地方自治法（昭和２２年法律第６７条）第９６条第

１項第３号の規定により、議会の議決を要する。 
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宇城市


